




てはド記の定数の21iiの候補者を出すこ
とになる．

「地質学」 地質学会 5名 応川地質
小委員会 1名（ただし，地質学会では
審在 委員候補者の選出にあたり ． I，心
川地質分野を含み，分野のバランスを
考慮する． しばらく様fを見て，I心川
地質関係の申請数が増加の場介には委
員定数の比率を変更する）

「層位 ・ 占生物学」 古牛物学会 4名
地質学会 2名

「［出 ・ 鉱物 ・ 鉱床学」 鉱物学会・店
鉱学会 ・ 資源地質学会 各2名

また，5月10 H付けで1J本学術会議

第4部の地質科学関係3 会員（鎖西 ・

肖木 ・ 斎藤3 会員）名により，分科
「地球科学」の第2段審在委員の定数

が従米の3名から6名に倍増されたこ
とに伴う措置について迎絡があり ， こ
れを（承した． 各学会の推催枠（今年
度）は次のとおりである．

l_―1本地質学会1名 II本占生物学会1

名 資源地質学会1名 宕鉱学会1名
地珠物理関係2名

8) 地質科学総合研連の鎖西消靡委員長
より5月28 H付けで， 科研費に関する

地質科学関係学会懇，；炎会を6月29 11に
聞催する旨の通知があり ， 執行委且長

名で5月31 H付けでこの旨を関係学会
に連絡した．

9) 地球化学 ・ 宇宙化学研連委員長より
5月28 日付けで，平成12年度科研費

審森委具候補者について細t•-1「地球化

学」第1段候補者2名以内， 分科「地
球科学」第2段候補者1名の推勅依頼
があった． （締め切り7月12 H 必着）．

10) 第18関l l1本学術会議会員椎刺の た
めの学術研究団体登録叶1,―,hれを5月18
H付けでH本学術会議に提出した（受
付番号：315).

11) 八尼昭会具より5月10 1.1付けで執
行委員会宛に， 大阪rli立大学学術1,i,i報
センター でインター ネットにより公閲

する「l1本放散虫文献デ ーター ベ ー ス
(JRAD) 」に地質学雑，，志卜の放散虫を

扱った論文の英文アフストラクトを担
載することについて，公開を計u［して
ほしいとの要哨が提出され，これを（

承した．

12) 地理学関連学会連合llt品人より5月
1O H付けで，1iij連合の第1l[ll総会の報
告と同連合への/JU人の案内があった．

怠見交換の1-.,「地質科学連合に関す
る検討委員会」においても検吋しても

らうよう依頼することとした．

13) 1998年度研究焚励竹の追）JIl投りに
ついて1ri]年度第4回定例評議具会の結

論を受け ， 6月の第2lul定例評議い会
の冒頭に受買者に対する授りを行うこ
ととした．

14) 日然史学会述合の点藤靖｛さ只よ

2 4  

り ， hij地質学会委具を交代し，後任と
して森田利f.ー． 会員 (T•築翡い

＇
，：中央博物

館地学研究科）を推梢したしヽ旨の中し
出があり，これをj')f（した．

15) 地質科学総合研連鎖西消裔委員長よ
り6月2 ll付けで「地質科学関連学協
会連合のための第2[,,j会合」を7月23
ll （金）13: 30~16: 30 に日本学術会

議第4部会議宅で開催するとの通知が
あり ， 本学会の関連委具会の小松Il沖
委員長に伝えた．

16) LI本学術枷興会より，「I I本学術枷
興会科学研究費補助金（桔盤研究笥）
取扱要領について」の通知があった．

17) 学校科ll「地学」関連学会連絡協議

会に水野事務り長が地質学会委員の
人として参加していたが，阿部国広評
議員に交代することをj

’
承した．

以1： の諸報化のうち，5), 14), 17) 

について評議具会として（水した．

(2) 第二庶務委員会
湯浅真人第

＾
一庶務委員長より次の報告があ

った．

1) 地質学論集の売上状況(1999｛卜5 /I末

1
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1 号数のドの（ ）中は発行年度
2 笥i ll没は発行部数
3 第2段は総売I・：部数

販売部数ののびていなしヽものにつ＼ヽては．

個々の編集委員会に販売の努｝Jをお舶いする
が、執行委員会としても販売の努}Jをしてい
きた＼ヽと考えてしヽる．

2) 19981卜度第41rll定例，i平議凶会で刊行，iI•
両がJ和忍されたr\1j木・武Ill（編）の，倫集
椋題の表記に晶りがあったので， 1、記の
ように，i［II•：する．

1I・： ：占領家骨と患瀬川幣の構成要索と改
変過程

3) 卜記の地質学論化のI•Ij行，i1`lihi提案，t｝が

提出された． （議題へ）

新規flj行，廿両 小笠脱憲四郎・近藤康
'I・：（編）：タフォノミ ー と堆梢過相ー 化

1ili{iからの‘1W報解，説
4) 卜記の地質学論集の最終I•Ijti,ihIIll案が

本謹議偵会に提出される見込みである．

•宮ド純火ほか（編）：付｝Jll1本形成にお
ける緑色府の意義(97{卜度第4[11I定例
謹議員会で企画J恥忍済み）

• IJII々美寛雄ほか（編）：本州弧卜部地
殻の酸性マグマの生成(98年度第3[111

定例評議負会議で企両承，，忍済み）
5) 「木村克己ほか（編）：ジ·,ラ紀付/JII体

の起源と形成過程」(98介度第2lul定例
＂［議具会で企lihil釦忍済み）について，連
絡責任者の木村克己会只より6月16l_1付
けで，編集終（まであと2ヶ月あまりの
H 数が必要で，編集完成見込み が9月と
の連絡があった．

6) ニュ ー ス誌の編集について

本年度第3回 (5月）執行委具会にお
いて内規の改正案を検討したが， 第41111
執行委員会においてさ らに検討を)Jllえ，

改�]部分を含み ， 全文を次のようにする
こととした． （改訂された内規）
1. 本委只会は地質学会ニュ ー スの編集

を行 う．

2. 本委員会は執行委員会のもとに置
＜．

3. ニュ ー ス誌担刈執行委員を第
＾
．庶務

委員長とする． 第
＿
＿庶務委員長は執行

委員会の意を受けてニュ ー ス晶全般の

出版責任を負う．

4. 編船委員長は執行委員会が正会負の
中から適門と思われる者を任命する．

編集委員長は編集業務を統括する．

5. 本委具会は10名前後の委具をもっ
て構成する． なお，委負の数は適廿：増
やすことができる．

・ 委員は委員長の発議により執行委員
会が任命する．

・ 委具は地質学会を構成する各階層を

網羅するように選出する．

・ 委員の任期は2鉗とし，再任を妨げ
なしヽ．

・ 委只の交代にあたっては，枯本的に
半数交代とする．

6. 必要に1心じて幹9ドを置くことができ
る． 幹ポは，委員長の発議に）店づき委

員の中 か ら 執行委員 会 が 任 命する ．

（現行内規）（1998印ニュ ー ス晶第1巻
第4乃掲載）
1. 本委凶会は地質学会ニュ ー スの編

集を行う ．

2. 地質学会二こl
ースの内容につ＼ヽて

は執行委且会が責任を持つものとす
る．

3. 本委凶会は執行委い会のもとにi賀
＜． 

4. 委員長には‘侑Jii副編集委員長ある
いは執行委負長があた る こととす

る．

5. 10名前後の委員をもって構成す

る． なお， 委負の数は適 ‘l
・
・［増やすこ

とができる．

・委員は委只長の発議により執行委
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負会が任命する，

・ 委具は地質学会を構成する各階厨

を網羅するように選出する，

・ 委員の任期は2りとし ， 再仔をさ

またげない ． ただし， 迎続1り任期

間は2期までとする．

・委且の交替にあたっては，J店本的

に半数交代とする，

6. '一起務責任者として幹巾若 ・「名を閥

＜ ． また， 特に必要な場合には幹，I＿i

長をr,'tくことができる．

・幹事の任期は2年とし ， 再任を妨

げな＼ヽ．

， 幹市（幹市長）は委員の／［選によ

り選出する．

I 3) 会計委員会

{!1々木和彦会，il委い長より次の報告があ

った，

1) 1999介度5月決罪報告

とくに問題なし ． なお ， 1998印度

の 決符内容のうち ， 99年度分以降の

会費の前受金等の金韻を 整理したとこ

ろ， 会費前受金20,849,400円 ， The

Island Arcfflり金1,404,000円 ， 合計

22,253,400円であった， 決算における

繰越金は16,392,976円であったので，

発生i'：義に枯づけば， ー 5,860,424円

の赤字となる ． さらに，98年度分 の

未払い雑誌印刷費，各種賃1廿料， 社 会

保険料等（金額未整理）があり， おそ

らく 1 千Jj円に近い赤字決算 となろ

う ． 今後の財政建て直し』直の桔礎と

して， さらに検，けを進める．

2) 本年度支部補助金（計30 Jj円）を

規定に従って次のように配分する，

北海道支部 (5.5 %) 45,500円

東北支部 (7.6%) 47,600円

関東支部 (54%) 94,000円

関西支部 （19.9%) 59,900円

西日本文部 (13 %) 53,000円

3) 14務所移枢に伴う直接経費の処理が

6月2 11の丸1 iビル原状III1復費を支払

って終（した． 残 額1,246,003円で ，

新たに泉州銀行に梢立預金I l座(1け務

所移転準備金）を開設した，

4) II本学術振興会より4月26 11付け

で ， 平成 11年度科学研究費補励金

「研究成果公開促進費」（ 学術定期flj行

物）の交付内定通知があった， 交付内
定 額：2,480,000円（前年度よりマイ
ナス44万円）． 5月10 [l付けで交付 申
晶書を日本学術振興会に提出した．

5) 文部省学術惰報センタ ー との間で，

3月18H付けで電f図書館サ ー ビスの
運用に関する申し合 わせと覚え書きを

交わした，

6) 学術著作権協会より平成9年度複写

使用料172,908円分配の ， また出版者

著作権協議 会より平成7, 8年度分 の

著作権使川料として65,000円分配の通

知があった，

7) 第106年印会の参加費につ＼ヽて（行

*委員会報告参！！（！）

8) The Island Arc J.もの取り扱＼ヽf数料

につ＼ヽて：lriJ晶編集 巾務！＇，）長より，

「The Island Arc,i、もの中し込み受付と晶

訛料の取扱作業を学会1i務闘で開始し

て2年を経て， lii]作業がほぼル ー チン

で対応できるようになったことや ， ／11,

版．JじのBlackwellScience社のId!品をめ

ぐる厳しい財政状況も考應して，これ

までの取扱f数料7％を2000年の講咸

取扱分からは，IIil社の通常のf・数料で

ある5％に変更した方がよい」 と提案

され ，検 ，，寸の結果， とくに問題はな＼ヽ

と＼ヽうことで［承した．

(5) 会員委員会

足立勝治執行委員長（滝HI良桔会員委員長

代行）より次の報店があった．

1) 会員の動静(5月末現在）

1999. 2.2s 1 52 I 54 I 4685 ! 540 
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2 )  次の人 会承認を 行 っ た （敬称略）．

,it•59名

1I―ー会員（16) :熊澤慶伯 ， 坂蛤 博 ， Ill

中 豊薪I\『明義，渡邊1Iー：巳 ， Ill中亜脅
金井折男，岡崎智俺りf•，竹原敏勝（以l-`

9名， 4. 19), 横山良何 ， 斎藤秀康， 山

Ill 晃 ， 鈴木雅博 ， 金城停芙（以．I：5名、

5. 17), ド柿Jじめぐみ ， ―.木武行（以l·-

2名． 6. 14) 

院生会員(38) :黒渕まどか，大塚降百］，

惣田 降， 「藤崇，小1!1裕幸，佐藤 •

行，林 宏佳 ， 金成原， 郷津知太郎 ， 山

川敏弘， 森山 隈（以l-.11名， 4. 19), 

久保知庭雛本riji弥，野中広美 ， 藤原み

どり，1ifiIll英樹， 堀川恵ril， 林 知1/J f-' 

赤嶺加之助（以1.8名， 5. 17), 安藤勧 ，

安原盛叫 r)i)JIII降
―

ー ，梢l叫史， ＇犀i改J'

叫安多 剛，｝齋藤史仁 タデッセ ユ

フネ ， 河村大11・ ， 古川 潤 ， 戸邊恵軋

府崎l]
．

．，I,i ， 山武 裕， 横山謙··・ ，岡1.ll耕

作，長谷音Ill午料＇ f, 古玄貴 ， Ill中菜摘 ，

辻野泰之（以t·.19名，6. 14) 

学牛会員(5) :守1l1 止＼｀ 河野知治， 尼

日斤治（以I. 3名 ， 5. 17), 竹I)礼真希 ，

根建昭 ＾（以1.2名，6. 14) 

3) 逝よ者（敬称略）rit5名 名腎会員

(1) : ，：沿井冬
．

． I［会具（3) :矢萩賢（:,

安藤峰朴I, 大島睦nl ， 鶴l:ll 修

4 )  次の退会承 ，，忍を行った （敬称略）．

，廿10名 賛勘会員（1) : ：島 菱マテリア

ル株式会社(5. 17) ii：会員（8) :卜部ぞ＇,'

美 ， 阿部 ‘瓜 小lli潔，西村 迎 ， 矢

野牧夫 ， 1ii [ 1聡史（ 以 I. 6 名 ， 4 .

19), 安藤li郎（5. 17), 新藤静夫(6. 14) 

院牛会員（1) :伊藤 光（4. 19) 

5) 1996年度以降の 会費滞納者（l［会員

70名 ， 院生会具8名 ， iit78名）が， 今

後会費の納人のない限り， 第 3Inl定例 ，；平

議員会において除籍が決定されることと

なる．

(6) 編集委員会

見海光弘編集委員長より次の報告があっ

た．

1) 地質学雑誌の編集状況(6月14 Fl現在）

105-6 論説5 短報1 （校ii—：中）

105-7 論説3 総 説1 短報1 （人稿

済み）

f•持ち論文 論説13短報4 合計 17

在誡中論文 53 

投稿数（1999年）論説（和文30, 英文

8)短報（和文 5 英文 1)討論1

合計 4 5 （昨年比 ー 20)口絵5 （ 英

文1 和文4)

印刷原稿 は105-11まで確保 されている

（論説15 短報5),

2) 編集委員会体制について

現在の編集委負は本年6月末で3年の

任期が終「する ． 1999年度以降の編集

委具餃補者につしヽて， 検討した． 昨年

12月からオンライン上での編集体制を

とっており，軌道にのっている． オンラ

イン体制では編集委員（幹事）は全国規

校で差し支えない ． また， こ れまで長期

にわたる編集委員は交代するのが望まし

い ． さらに，投稿原稿の分野 別の多少を

考慮して人選を行った． 餃補者は別紀の

通りである（ 後出の執行委員会報告， そ

の他参煎）．

(7) 行事委員会

公 文富•t：夫行事委員長より次の報告があっ

た．

1) 第106年年会（名古屋大会，1999年10

月9 ~ 11 Il、 名古屋大学）

準備は順調に進行している ． 予告記事

をニュ ー ス，，志に掲載した． 7月10H, 24 

Hにプログラム編成を行うf定である．

今回は市民溝浙会の補助金がイ＜採択と

なり， 財政的に苫しくなったので、 執行

委員会での検討の結果，不足分について

ば受益者負担の原則を導入して大会参加

費を値l．．．げし ， かつ大会督H の受付事務

の合｝！！！化を計るために前納制をとること

とした． 参加費はド記の通りである（カ

ッコ内は ‘’i fl払＼ヽの場合）．

I［会員3,000円(5,000円） 名驚会負・

院牛会fi . 学牛会員1,000円（2,000円）

JI•会員5,000円(6,000円）ただし、 前納

して大会に1渇参加の場合には事務手数料

200円を培し41いた残額を会費の ・部に

充刈し （名袴会員を除く 会員の場合），

あるいはさらに返送料を差し引いて後H

返却する（名袴会員と非会員の場合）

2) 第107年総会・シンポジウム

2000年3月18 H (I:)~19 日(H) に

筑波大学大学会館で聞催することが決定

されてしヽる．

3) 第107年｛卜会（松江大会）．
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2000印9月29 |l~10月1 H （金～II)

に島根大学で開催，fJIき続き野外見学を

行うことが決定されている ．

4) 第108q．｛卜会(2001'I秋）金沢 大学に

IJf.J催の可能ド1を打診中 ．

5) 中長期の課題として， 1＼記について検

＂寸を進めていく ．

・大会連党の経費の賄い方：参加費（＋

科研費）＋，；衛賓要旨利益＋学会費＋寄

付（ただし， 学会費は， 財政問題検wl•
委員会の答IIIにしたがってゼロに近づ

けるように考える）
．

，溝油 要 旨 の配布方 法：前渡し ，

CD-ROM化， オンライン化

以卜の報告について， 晶油要旨の捉

出締め切り期ll従米より ＇社まったこと

に対して、 とくに発表に関しで、］秘義

務のある場合には期間が知いことはつ

らしヽので， f告を早める等の考慮をし

て欲ししヽとの嬰哨があった ．

(8) 国際交流委員会

磯崎行雄国際交流委員長より次の報店が
あった．

• WPGM2000の組織委U （小松 11 ・
＾

．｀幻会

長）， 準備委偵（じ木賢策会員）， プログ

ラム委員（木村 学会且）が決定された ．

• II本学術会議結晶学研連委員長 ・ H本結

晶学会会長名により「2005年1.El際結晶

学連合大会(IUCr Congress)」のIJ本誘

致の現状の報店と ， I，秀致決定の際におけ

る協賛の1衣粕があり ， 協賛を承諾した ．

本評議員会としてもこれを［承した ．

(9) その他

・ 足立勝治執行委員長よりド ， 記の本年度

常憫委負会委負名簿がポされ， J'承され

た（ただし， 編集委員の任期は 2001イト

まで）．

第廿！；務委員会（大野 男）向山栄・

\,1..fi雅昭

第
．
．枇務委員会（湯浅真人）1/I•藤幹火

ニュ ー ス誌編艇委仇会 高橋Il：
． 樹［編

集委員長］・牧野泰彦 ・ 香村 ・夫・渡

部芳夫・多l:Il降治 ・ 真砂英樹•島lll耕

史・足立勝治 ． l・ ：砂II.:·・ ・ 梅沢俊 ・・

印l:I正 史・ ...III直樹・鈴木喜計・阿部

川広 ・蟹汀．康光 ・松岡倣
．
． •松島義

咽・神戸侶利l

会川委員会（｛左々木和彦） l：砂1E • ·松

本俊ヤ ・ Iti川八州夫

会員委具会（滝IIl良桔）中lt1節也 ・ 鈴木

弘明

編集委員会（，烏海光弘・渡部芳夫）1i)|: 

和彦 ・ 石渡 明 ・ 伊藤康人・ 人ll 俊

明 ・榎ヽlie正樹 ・ 奥村兄史・ 上岡 兄・

1側澤好博・小竹1,i宏 ・ ｛左藤比呂ぷ・{Il

野弘好 ・ 塚原弘昭 ・辻 降Ifl. t谷f, i 

蒻 ・ 中川光弘•長谷川 中• 平野弘

追•松岡 篤•松田博貴・ —.̂ lll村‘ぷ

怯I· 中寸II l iりlli 

行 ＇tり委且会（公文
‘l計1：大）（以ドカッコ

内 は分 野）秋鮒文雄（石油）•岡III
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誠(Mlヤ）， 、女吼泰if男(j梓札�)・ 1妥Il泰f
ー
・

枷t(, 1,'l・オ勿），tg、i（；正杜1(flィi)• 1}hl襄

順 ．（火山）・木村克己（構造）・斎藤

真（地域）・斎藤文紀（過程）•取本1[

徳（梢報）・ 未定（1，心川）•HI村嘉之

（環境）•西村 昭（海洋）・ 榎ヽli9 llー．樹

（l州催校）•木村純 ・（次期開催校）

国 際 交 流 委 員 会 （磯 崎 行 雄 ） 木 村

学 ・ 丸l lI茂徳 ・1協lll浩
・
ー（交渉中）

・足立勝治執行委員長から本年度会計監

介候補者として長瀬和雄（Iり任）•青

野道火·（新任）1,1杉会員を本評議員会に
提案 することとしたことが報告され

た ． （議題へ）

2. 研究委員会報告

(1) 南極地質研究委員会

本古洋 ，委偵より文｝｝により凡記の報告が

提出された ．

1999年 4月17 H ,  SEAL計lrlli（東南極リソ

スフェアの構造と迎化研究計1Ihi）のワー キン
ググルー プの会合を極地研にて開催した ． 参

}JIl者 16名 ．

1) これまでの研究経過について， 1i塚英

男（，内j知大）， 小山内康人（岡山大）， 1i

川正弘（横浜11い1大）から概要の報店があ

り， また鈴木！1! （（総研人:), 外Ill倅1,'千

(1,i])からそれぞれの学位論文の内容紹

介と討論があった ．

2) 第40次隊調査報古： 3月28 II帰IElし

た本9与洋 ▲（極地研）から調介概要の報

告があった ． 本占洋 ・， 占村康降（蒻知
大）， 宮本知治（九州大）， E.S. Grew 

（メ ー ン大）， C.J. Carson（シドニ一人:),

D.J. Dunkley (lril)の 6名は ， ‘聞初ア ム

ンゼン湾トナー 島をベ ースにして西エン
ダ ー ビ ー ランド 幣で約2ヵII間の調代

を行なう·f定であったが ， 強風によりへ

リコプタ ー が損傷を受けたため， ‘’1初の

計画は縮小を余儀なくされた ． かわって

リュツオ ・ ホルム湾のルンドボ ー クスへ

ッタ ， スカレビ ー クハルセン， スカルブ

スネス， ラングホブデで約2週間の調在

を行なった ．

3) 将米 ，廿1r!Jj: SEALJ「両の最初の 3印Iiil

で調在されたナピア岩体のユニー クさな

らびに今後に残された問題点が鮮明にな

ってきたことをうけ， ひきつづき調介を

継続すべきとの意見が大勢を占めた ． た

だし， 40次隊の教訓から ， 調在方法に

ついては今後）：ii可能な方式を検討して

＼ヽくこととした ．

(2) 環境地質研究委員会

香村夫委只より文内による I濯山の報店が
提II＼された．

くシンポジウムの開催 r定＞

il) 「1絡棄物処分・残I：石処分・地質汚

染」に関する国際シンポジウム

II本学術枷興会鉱物新活川第111委員

会t催 ‘り委員会共催

ll平,!: 1999年7月2711

会 場：住友海1一．リスク総研人ーホー ル

（東京）

2 第9回環境地質学シンポジウム

II f悶：1999qこ11月2511 26 ll 

会 場： ＇社稲HI大学11il際会議場

II本'|青報地質学会， H本鉱物学会と共

催f定（交渉中）

1 /21の詳細は ， 地 質 学会ニュ ー ス晶

1999年 6月号に掲載

くその他＞

＇ト リ ー フレット「水循環と地質環境

（似題）」草案原稿の最終チェック中．

2 「上総堀りと自哨井の記念碑」建立

に関して．

建立実行委員会と協）J事業 ． 今虹

建立f定．

(3) Tectonic Map of Asia (CGMW)研究委員

会

渡辺暉夫委員長より文苫により1、記の報告

が提出された ．

本 委 員会 は 1 9 9 5年 にモス ク ワ大 学 の

Leonov教授の呼びかけに応じて ， H本およ

び周辺海域のTectonic Mapの編集を中心に

A siaのTectonic Map作りに協力することで

作られたものである ． 1996作のIGC北京 大

会でLeonov教授とあったが， 「全体の進展が

遅れているので， 全急DATA を送れ」とのこ

とであった ． 渡辺はとりあえず， 地質調在所

発行の地質図をもとに， 要請されている構造

区分にしたがって陸卜地質を編集（個人案と

して）し， Leonov教授へ郵送（航空便）し

た ． 「海洋域の DATA は今は送れない 」との

mesageをつけた ． その後， dataの質の確，1忍

や海洋域が必要かなどの問い合わせを e-mail

を通じて何Inlか行なったが， 返事はまった＜

ない(e-mai]は届いているはず）． もともと，

ロシア側で発想した企両なので， 提llli者から

謹しい連絡（編集原案の提ボなど）がない以

I．̂， 動きようが無＼ヽ．

今後もロシア側と連絡をとる努｝Jをする

が， IGCが つの契機であったという経過か

ら考えて ， 次回のIGC(Brazil)まで待って

結論をだすことにしたい ． 近くLeonov教授

に連絡し， 返巾次第でf:1本独自の貞献を検討
したし‘·

なお， これまではロシア側の要請に答える

ために研究委負会という性格を保ってきた

が， 次lnl!GCを米年に控え，［玉l内的に 定の

結論をだすように ， 近く委員間で連絡しあう

ことにしたしヽ ． 個人的には 8月に ロシアを訪

問 するので， この折にLeonov教授と述絡を

とる努力はしたしヽ ．

(4) ヒマラヤ地質研究委員会

在f_114{IJ委且より， 今回は報？濯項はない

との連絡があった ．

(5) テクトニクス研究委員会（報告なし）

(6) 「地質学と地震」研究委員会（報告なし）

(7) 地質基準委員会

新尉，i明委具長より文書により第3回地質

桔準委員会に関 するl＜ ， 記の報店が提出され

た ．

H 11、\': 1999 {F _  6 H 12 LI 13 : 00-19 : 15 
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場 所：地質学会ボ務It,}

出席者：足立勝治 ． Jく野男 ・ 吊川俊之 ・

洒井降太郎 ・ 水野篤行 ・ 籾倉克幹•新k
t i明・滝Ill良）店・＇刊II進 ． ． 1：砂1E • · 

山Jじ孝：広

1. 検ri寸内容紹介および意見

1) 、J（山および火山内について山）じ委

負：構造品錐 ・ 物理探査・地震探介な

どの調介方法が人っていで性能桔準に

なじまないのではないかとの意見が出

されたが ， それ以外の調介方法がない

のでこのままで良いのではないかとの

ことであった．

2) 沖梢層について籾府委員：前1111まで

の委員会の，；寸論の結果を反映させて大

輻な変更が要晶された． 調査項tiでは，

第 に「沖梢層0)店相 と 堆梢環境 」

（内相には粒度糾成などの地質学的宕

相の他にN値や透水係数などの物性 ・

}]学的性質も含まれる） 「沖梢層の分

布と構追」「沖積層の年代」「堆積環境

の変化」（海水準変動と対1，もさせてモ
デル化） 「氣嵌変化」， これは現在さか

んにおこなわれている活断層のトレン

チ調介と共通し， 本質的に変わらない ．

3) 人［地質についてl：砂委負 ．．1.人

l：地質体の分布［自然地質体との境芥

が屯要］ 2.岩朴1 ・ 1哨状［構成物（人

［物 ・ 自然物 ・ それらの山米） ・形成

あるしヽは構築過程］ 3.人l：地質体お

よびその周辺の物理特性［空隙率がイ＜

規則で大きい ・ 粒径分布変化が悼眉苫 ・

ィ< ‘'1地盤沈ドおよび崩壊・圧密］ 4. 

人［地質体内の物質移動［地lヽ｀水・化

学物質］

4) 深成岩につしヽて滝HI委員：1.深成

岩のIii]定 2.深成岩体の分布および

内部構造調在 3.捕獲岩調介 4 ． 深

成岩体形成年代［放射年代にする］； 

岩脈［年代・内部構造を含める］ ；節

理[A節理の形成（冷却・構造変形 ・

削剥） および水理のモデル作成］；マ

サ

5) 断裂についでi{IIl委具：1.［ti澤の

{f在と分布の品定［位置・幅・延長 ・

変位 ・ 断層面形状 ・ 断層間物質］ 2. 

断層の活動履歴［活断屈；地質断Iffi]

3.断層およびその周辺の）J学的性質

と物質移動；裂か

6) 地すべり［「項）J移動地質体」とし

てまとめた方が良いと思う］について

足立委具：1.屯｝J移動地質体の分布

[A屯）庄安定による屯）J移動のモデ

ル化 B ifi:}Jイ＜安定・荷重および地質

体の変動嬰［大I C屯｝Jイ況安定の定贔的

把据と地質体の屯｝）移動特性把据 D 

既｛［の地質資料と地形調在による屯）］

ィ況安定の{f在の把握］ 2. 用）J移動地

質体および周辺の物理的性質［過去の

日i流の内部構造などを調在して， 1•▲ 

1 i流流動II寺の流体）J学的復｝［も含む］
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3. ,E]J移動地質体内部および周辺の

牛勿佗[f多直J） 4 ． 災害地図

7) 正常廂梢物につ＼ヽて洒井（降） 委

員：他の地質体の桔準， 特に沖梢厨を

参考に次回までに案を作成することと

した．

2. 次In|委い会

次Inl委員会を8月27 11 （金） 13 : 00-

18: 00に地質学会巾務／，1）で開催すること

とした．

1) 次［IIlは今lul検謹できなかった地質体

の規約の最終検 ，，寸を行うとともに， 今

lHI検，＇寸した地質体規約の最終案の検，I寸

を行うので，lll ‘1,1者は 9拍前にメ ー ルで

令委具に送付すること．

2) 説Iりl；りの執窄項liと執箪者の確，忍と

執惰状況の報悶各地質体A4判2 0貞

とし， 本枯準を達成するための代表的

な，凋介方法の説明およびその
＇
だ例をぷ

す図を含めることとする． この夷例は

各地質体について1 0例程度が適‘りと

考えられるので， 図を持参すること．

(8) 地層名命名規約策定委員会

火野 ・ 男委 員長より ， 「Interna tional

Stratigraphic Guide」の出版につては， 出版

社と連絡をとりながら ， 米年虹の出版に向け

て準備を進めている． 現在 ， ボ文の全面的な

チェックを行って＼ヽるとの報店があった．

(9) 女性地球科学者の未来を考える研究委員

会

川崎fllil委員長より文内により次の報告が

提／1,1された．

名古）脊で開催される地質学会において， 保

脊所，役i悦の準備を， 清水以欠llf-さんが中心に

なって進めている． 希望者は清水さんに連絡

を取って欲ししヽ ． 地質学会のニ ュ ー ス誌にも

91吊細が掲載される．

く女性地球科学者の未米を考える研究委具

会＞じ催の巡検を秋に行う． 昨イトは八甲Illの

酸ヶ湯のバイオマットや柱状節理などを見学

し｛｛ ，沖であったので， 今｛卜も企I[hiする． 謹細

は追って地質学会のニ ュ ー ス，1，志でお知らせす

る．

(10) 地学教育研究委員会

竹瀬和義委員より 1＜ ，記の報告があった．

3 月27 I Iに今年度の地学教脊研究委員会の

第1 /111 llの会合を行った ． 内容は以ドの通り．

1. 今印度の地学教有研究委且会のメンバ
ー について

足立久男（忍岡悩校） ， 阿部lEl9ム（西

仔馬小学校） ， 会lllf.3行（｛左1）仕闘校 ・

定），lf.、I川＇ぷ雄(T•歳蒻校），1左瀬和義

（池袋商業邸校） ， 柴 正博（東海人:!'I

然史博物館）， 小林和宏（長野西裔），

小幡喜 • (.l喬EI·’l然史博物館）， 赤塚

Iじ明（学習院中高筈部） ， 小井l:Ili光

（岐阜人＾ ・ 教育， 名古屋年会の連絡）｀

矢野孝雄（烏取大・教）， 赤羽貞ヤ

（｛五州人・・教）， 久保田喜裕（新潟人ー ．

目然環境科学）、 藤川 崇（大阪1
．

． 業

人:. .般教 脊科・地学）， 別所枠範

（八尼東，闘校），野村 朽（群馬大・教）

の方々におIfiltヽすることにした． また，

今後の取り組みのなか で必要となれ

ば ， メンバー を追加する，

2. 名占星の学会Uかの地学教育のセ、）シ1
ンおよび夜間小集会について

セッシコン… 「地学教脊 ・ 地学史」とし

て， 世話人には佐瀬及び府川があたる，

夜間小集会…地Jじの実践， たとえば博物

館などの実践も含めて話し合えるよう

な企画を考える．

3, ノ7年度の取組みについて

夜間集会などの取組みを梢みI． げて島

根の年会のときに， シンポジウムを開く

方向で考える．

（この研究委員会の後で， 米年の筑波の

総会のときに枠及教育実行委員会と共[iil

で地学教育に関するシンポジウムが開け

ないかと＼ヽう案がもちあがっているがこ

れについては ， 次[nlの地学教育研究委員

会で検討のf定）

4. 地学教育研究委員会の組織的位置づけ

について

地学教育に関する諮問と実践の両方を

兼ねてしヽるので， 組織図のド位のほうに

位置つけるのではなく， 評議員会 ・ 執行

委員会のドに直接つくかたちがよいとの

意見が多かった．

(11) 研究企画委員会（報告なし）
(12) 各賞問題検討委員会

1998年度検i]寸委員会の嶋本利彦委員長よ

り， ニ ュ ー ス誌投稿原稿として1998年度活

動報告が提出された，

(13) 各賞選考委員会（報告なし）
(14) 地質科学連合に関する検討委員会

小松I]:〗辛委員長より次の報告があった．

検討委員会を近く開催する•f定である． 地

理関連学会への参加の検討を依頼されている

が ， 個人的には賛[ii]学会として）1ll人するのが

妥 ‘'iと考えている， その方向で検討を進めた

しヽ ． 地質科学迎合につしヽては、 前回の会合で

各学会に対して出された検討課題をあらため

て検討するが ， 結成されれば参加するという

こととしたい． ，意見があれば， 寄せて欲しい，

以上に対して， 地理関連学会連合に対して

賛Iii]学会としてJJll人する方向で検討を進める

ことに関しては， とくに異議は出されず ， ff

成多数でJ和忍された．

(15) 事業計画委員会

取 辛恭委只長より次の報告があった．

本介度第1 [nl会合を6 月21 IIに行い ， 本印

度活動方針とその具体的な進め方について検

討した．

1) 名占届大会後， 第3 [11]定例評議員会前

の適‘りな時期に， 法人化についての公聴

会を持つことが哨ましい． i:催や形式に

ついては評議員会に諮る．

2) 臨時及び第3 [n]定例評議員会では ， 具

体的には 定款を含めて法人 と し ての組

織・連営形態を提瓜説明することにな

ろう． そのためには， 会則細則等改II・：委
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員会をはじめとする他の委員会の審議の
進捗を見守る必要がある．

3) 第4[nl定例評議員会における最終的な
uI否の審議とは， 実質的にはこの問題に

ついての評議員会としての統見解を紺
ることである．

4) 2000年度（ 第107印）総会における報
告の形態， 内容については現段階では人
定．

.5) 2001年にf定されている文部省と科

学技術庁との統合を控えて， その前介度
に第1[ul折衝に人ることができるかどう

か， あるいは統合後の組織改編を考える
と， 2000年度のf'備的折衝が実効件の
あるものになるかどうか， について疑閻

がある．

6) 法人化を進めている地すべり学会に

は， i：務官庁となる科学技術庁からかな
り細かい指ポ・指導がなされている旨，
青木委員より情報提供がなされた．

l·-'記報店に対して ， 組織運営llll週 ， 会
則等の改正の閻閣との関係について質問

があり， 任怠団体としてのH本地質学会
の会則等と法人の定款とば性質の異なる

ものであるが， 貨業計両委員会としては
会則・連営細則等改正委員会の結論を待
っている状況である， とのIl11答があった．

(16) 会則細則等改正委員会（議題へ）
(17) 名誉会員検討委員会

徳岡降夫委負長より， 1997年度第3阿定例

評議員会（1997. 12. 20)から1998年度第4皿
定例評議具会(1999. 3. 25)までの名袴会負

に関する議論， 本名憶会員検討委負会（徳岡

降）＜委員長， 手塚裕樹．·:．宅康幸・｛左瀬和義
委員）設置の経過 ， 併せて1943年以降の名

袴会負に関する規約上の扱い ， 名驚会員数の
変遷， 他学会の名腎会員につての規定の状況
等が資料により， 詳しく説明された後， 今後
検討委員会として検討すべき問題点が次のよ
うに挙げられた．

・会員に限定することの確認．

・数を制限することの是非（ 名臀会員とは
そもそも何かを議論する必要がある）．

・会則の再検討（「地質学について罪著な
功績のある者」とされているが，「地質

学会の発展に輩耐著な功禎のある者」を加
える必要はないか ．

•名袴会員の他に特別（功労）会員といっ
た制度をつくる必要はないか．

・現行内規の見直しの必要性（財政的理由
を含めて） ［「地質学についての功組をJ

を椎し駄る悲準の必要性，「70ヤ以1-.」

でよいか，「会長・副会長 ， 評議員を2
期以l：務めた人」を拡大する必要はない
か］， その躾準を ・部あるいは令て撒廃
するほうがよいのではないか．

・支部椎煎制度の再検討．

•名贅会員の権利・義務等．

今後さらに詳しい汽料を整えて， 次llll
の評議負会の討議資料としたいと考えて
＼ヽる．
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以卜の報告に対して， 名愕会具からも
意見をきしヽてはどうか， との助げがあっ
た．

3 日本学術会議報告

斎藤常1I：．学術会議会員より文，丼により1惰じ
の報告が提出された．

1) ll本学術会議第130[nl総会(1999年4月

21 • 22 H) 
＼じ 勧告「IGBPの促進について」の採択 ．

IGBP は， 1992~1996年度の5年間に前
期計画として8 つのコアプロジェクトを

宴施し ， 1997~2001年度には後期計画

としてコアプロジェクト1 つを実施中で

ある． 最近では， IGBPプロジェクトの

成果が国際レベルでの政策決定に反映さ
れつ つ ある ． IGBP執行部は， この計画

をl:.記の2 期で終わらせることなく， 今

後も引き続き宴施することを決定してい
る ． そ こで， 学術会議は政府に対し，

「IGBPへの分担金(19ガ米ドル）を引
き続き拠出し ， わが国における IGBP関

連の研究の促進， 国際対応， 研究者の授
成などの体制の維持， 予算などの措置を
とっていただきたい」旨の勧告を行った
ものである ． この議題は ， 2月の連合部

会で趣旨説明がなされ， 本総会で異議な
く採択され， 直ちに内閣総理大II�に手渡
された．

(2; H本学術会議の自己改革に関する日由
討議． 今介•2月の連合部会で， 古川日本

学術会議会長から提案された
“

学術会議
の改革案

＇＇

を， 各部とも真剣に受けとめ，
臨時部会を開いて議論した部会もある ．

この提案につ いては2月末日をもって ，

各部・各 会員から意見料が出されてい
て， 会長はこれらを勘案して， 10月の

総会で改革案を提案するf定との意思表
明があった． 今回の総会では， 学術会議

の組織・連党を扱う第常置委員会にお
ける討議状況の報告， 第1, 2, 5部から
の意見発表があった．

第 —常置委員会は，・学術会議と総合

科学技術会議との関係 ， ．学術会議が所
属するのは政府内のどの省庁であるべき
か， の2 点について緊急に議論すべきだ

と考えているとの報告があった．

この他， 会議場で発言された個々の会

員からの意見に対して， 会長からの答弁
があった．

いか 日本学術会議の国際対応のあり方につ

いて． 日本の科学者を代表する機関とし

て ， 学術会議は， H本学t院に代わって
国際対応の窓llとして活動するとの現状

品識がなされ， 2000年に東京で1開催さ

れるインタ ー アカデミ ー パネルや1999

年10月と2000年 5月に東京で開催され

るアジア学術会議など学術会議がi：催す

る国際会議の準備状況が報告された． つ

いで， このような学術会議の国際対応の
進め方につ いて自由討議が行われた．

2) 第4部会（1999年4月20 • 21 l l)

今lnlは， 学術刊行物の認叫各関連会議
の日程など日常的な決定のほか， j:とし各
種報告と意見交換が行われた．

{l l1本学術会議改革案については， 3月
9日に第4部拡大役具会を開いてそれま
でに第4部会員から寄せられた 意見を整
理して会長に提出した． また， 4月21 H 

に自由11寸議を行った． 第•常置．委員会の

まとめは， t記報告のつのとおり． その
他のセな議論には：学術会議は研究者の
立場から意見を述べる機関である， 政策

案を出す組織であるべきだ、 影響力を及
ぼしながら独日の立場を貰くべきだ ， 研
連は研究者の声を伝えるパイプであり国
際的な連絡の役割も項要，・など ．

(2) 2001年開催の国際会議の学術会議と
の共同t催8件の—f算措慨に対して，
今回は15件の申し込みがあり， 各部に

おける評価順位と「国際会議等検討委員
会」によるヒアリングの結果を併せて順

位を決めたとの報告があった ． しかし，

第4部の評価で1位， 3位で推した会議 ，

第5部が2位で推した会議などが落選し ，

なぜそのような結果になったかが問題に

された． 検討委員会に出席した第4部の

会員から
‘

'ヒアリングの際の説用の巧拙
＇’

が決め手だったとの報告に対して， 今後
各部の推薦順位を甫視する方向に足正す
べきとの意見が強く出された ． 地質科学
の分野では， 第7 回占海洋会議が採択さ
れ， ゴンドワナシンポジウムは採択漏れ

となった．

（3' 科学研究費の碁盤研究， 萌芽的研究，

奨励研究，研究成果刊行費の審森業務が，
、ド成11年度より， I::1本学術振興会に移
管され， それと共に国際学術研究の種tl
が廃It:された． 移管された各 種日の第2

段審査委員， 第1段審査委員は、 それぞ
れこれまでの約2倍と増員され， 今年4

月19日付けで学術会議宛に審行委員の

推舷依頼があった． 分科「地球科学」で
は， 2段委員が3 名から6名となり， 7 細

目それぞれにつ いて， 1段委員が3 名か

ら6 名となった． なお， 国際学術研究が
碁盤研究の中に含められることに伴い，

海外調査の採択決定が， 従米前年の秋で
あったものが＇り年4月となり， 夏前 の調
脊がほとんど不可能になるので， 学術会

議から袢処方を学振に申し人れることに
ついて説明があった．

地球科学系分科細目の第1段審代委員
の増員につ いては， 従来行われて米た
“5 学会

”

による懇談会を4月13 Hに開

催して推薦依頼学協会を決定した． 第2
段審査委員については ， 4月19[]付けで

学術振興会から学術会議に依頼があり，

4月30 [--lまでに報告するよう連絡があっ

た． 各学会などに検討を依頓 する時間
的余裕がなかったため， 地球科学系3 名

と地球物理系2 名の5 学術会議会員の間
で相談し，従来の配分を参考にしながら，
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主として申請件数に応じて配分を決め
た ．

なお， 4月27日付けで， 学術会議の第

4 常置委員会から， 今後は， 審森委員の

推旗は， 関係学協会に直接依頼するので
はなく， 全て研連を経由して行うことに
なった旨の通達があり， 平成12年度の

審査委員について推榔依頼先を5月21 ll 

までに報告するよう依頼があった．

(4) 「わが[flの大学等における研究環境の

改善について（第4 常置委員会報告の中

間のまとめ）」の内容の報告があり， 意

見交換があった． この報侶の強調点は，

大学等における深刻なスペ ー スの不足と

建物の老朽化である．

4. 各研究連絡委員会報告

(1) 地質学研連
1) 斎藤常正研連委員長より第17期第5luJ

会合に関して次の報告が文息で提出され

た． 第17期第5回

H 時 ．• 平成11年3)1 4 l1 13 : 30~ 

17: 00(|]本学術会議第4部会議室）

出席者：斎藤常il:．， 青木謙 一郎， 岩松

暉， 小川勇＿二郎， 木村 学， 小玉喜：

郎， 竹倉保夫， 徳岡隆夫， 新杖侶明，

西脇ニ ー＾

， 廣井美邦， 八尾昭．

欠料者：足立 守， 犬野一男 高島勲．

議題：

(I) 第4 回委員会議事録の確認 ．

(2) 理学デ ー タネットワ ー ク推進小委

員会委員の推餅について：2月18[l開

催の学術会議第4部会で， 部付置の小

委員会として本委員会の設置が承認さ

れた地球科学系の研連では， 地質研

連がその代表1 名を選出することにな

り， 西脇ニ ー氏を推薦した．

(3) 地質科学関連学協会の連合体の結

成について： 「連合体結成の是非」を

議論する会議が， 地質科学総合研連の

鎖西委員長の呼びかけにより， 明日3

月5Hに開催される ． これについて意

見交換が行われたが， 明日の会議 の

結果を見守ることになった．

(4) IUGSのR. B. Brett 会長から， 2月

22 H付けで， 日本国内委員会に宛て

た緊急アピ ールについて委員長から紹

介があり， 意見交換が行われた． ユネ
スコの財政逼迫にからんで， ユネスコ

内のInternational Geologi cal Correla­

tion Program (IGCP)担当の事務局

長の職が魔止される事態が起こってい
るので， これに反対する声明をユネス

コに送っていただきたいというもので

ある． これについては， 委員長が， 学

術会議のIGCP専門委員会の委員長と

連絡をとり日本から反対声明を出す方

向で対処することとした．

('i) 2月18日に開かれた， 学術会議連合

部会・第4部会について青木委員より

報告があった． 平成11年度国際会議

代表派遣の第4部 に おける採択予定
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は， 第1え分（政府が分担金を支払っ

ている会議への代表派遣）は6件で

INQUAへの派遣を含む ． 第 2 ［え分

(l\iJ上の[£]際会議役具会への出席）は

2件， 第3区分（ その他の会議）は補

欠も合わせて12件である ． 11年度は，

占生物研連と地質科学総合研連〔特に

第四紀学会関係〕から推旗された研連

委具に旅費が配分される．

((i) 古川学術会議会長が提ボした「1
ツ

1本

学術会議改革案」の紹介があり， 意見

交換があった． 学術会議会員ならびに

各部から出された意見は， 2月＊1 t1ま

でに， 各部長経由で， 文書で提出され

ることになっている ．

(7) 学術川語集（地学編）の改版につい

て：改版にむけた作業を， 平成12年

度に科学研究費を申請 して行ってはな

どの， 安現に向けた方策についての意

見交換があった．

(8) 21 tit紀の地質科学の発展に向けた

方策に関連して， 新妻委員から， 地質

碁準策定の進行状況が報岩された．

(9) 3月4 fl の午前中に開催された地質

研 連 付 置 の 「陸I:． 科 学掘削計 画

(!CDP) 小委員会」について委員長

から報告があった． 斎藤委員長がこの
計画のScience Advisory Groupに， H

本の代表委員の □ 人として加わ ること

になり， 4月5Hハワイで開催予定の

同会議に出席の予定である．

2) 犬野一男研連委員より第17期第6

回会合に関して次の報告が提出され

た ．

第17期第6 回地質科学研究連絡委員

会・議事録（案）

H 時．•平成11年6月2 日（水）
13: 30~17: 00 日本学術会議第

4部会議室

出席者：斎藤常正， 青木謙 一郎， 足

立 守， 岩松 暉， 加藤碩ー（小

玉喜二郎代理）， 佐倉保夫， 高島

勲， 徳岡降夫， 新妻信明， 西脇二

ー， 廣井美邦， 八尾 昭， 小川勇

二郎， 天野男

欠席者：木村 学
議題：

(I) 第5回議事録の確認は， 次回に今回
の 議事録とともに確認 する事となっ

た ．

(2) EJ本学術会議の改革について：日本

学術会議の改革に関する動きが青木委

員より報告され， 意見交換を行った．

2月に吉川会長が提案した学術会議改

革 案に対して， 現在各部・各 会員より

意見が寄せられており， 吉川会長がそ

れらの意見をまとめている ． 10月の

総会には改革案が提案される予定であ
る．

(3) 科学研究費補助金の審査委員候補者

の推薦方法について：以下の点が青木

委員より報告され， 審議の後， ［承さ

れた ． 平成12年度の科学研究費の審

査員数が現在の倍になることに伴う各

学会の推薦枠変更については， 第1段

審査委員は例年どおり5学会の代表者

による話し合いで決定した ． 第2段審

介委員については， 5学会に諮ってい

る時間が無かったため地球科学関連の

学術会議会員5名による話し合いで決

定した． その際， 過去の申請件数が考

慮された． 近年， 地質層序・古生物

関連の申請件数が減少してきている
が， 申請件数を増やす努力が必要であ

ることが確認された．

(4) 地質科学関連学協会の連合体の結成

について：天野委員より地質科学関連

学協会連合体の結成についての現状が

報告され， 意見交換がなされた後， 連

合結成に向けて具体的な内容を早急に

検討する必要性が確認された． なお，

現在， 各 学会で連合体の組織• H的・

必要性等について検討されており， 7

月末までにそれらの結果を持ちよって

話し合いがなされるf定である．

(5) 理学データネットワー ク検討会につ

いて：西脇委員よりH本学術会議理学

データネットワー ク小委員会の活動状

況が報告され， 本研連でも積極的に協

力することが確認された． なお， 小委

員会では， 現在， データベ ー スを保有

している研究所等にアンケ ー ト調査を

実施中である．

(6) 学術用語集（地学編）の改版につい

て：本件について文部省から得られた

＇情報が斎藤委員長より報告された． 改

訂にあたっては学術審議会での審議が

必要であり， 現時点では先行するもの

が4-5件あり， 地学編改版発行は2年

半後までイく可能であることが分かっ

だ しかし， 用語集の発行は基本的に

重要な事柄であるので， 2年後をめざ

して各 学会で検討を続けることとし
た．

(7) IGCPワー キンググル ー プヘの委員

の推薦について：IUGSよりIGCPワ

ーキングルー プヘ委員の推薦依頼が来

たが， 下記のように推薦することとし

た． なお， 推薦の締め切りは9月1 ll 

までに， 他にも適任者がいる場合は斎

藤委員長に連絡することとした． 〇層

序・古 生 物：岡田尚武（北海道大），

〇鉱床 ・ 地球化学：田崎和江（金沢

大）， 有馬 慎（横浜国大）， 〇テクト

ニクス：小川勇二郎（筑波大）

報告•その他：

(I) 日 本 学 術会議総会( 1999年4月

21 • 22 Fl)の報告が青木委員よりな

された．

(2) 環境と水に関する国際シンポジウ

ム(1999年1月12~14 日）が千葉大

との協賛で行われたことが， 佐倉委員
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より報告された．

(:l) 21 ttt紀の地質科学の発展に向けて
の各学会の活動が報告された． 地質学
会か ら は 地 質枯準の策定 と

Internat ional Stratigraphic Guideの成

本の出版について， 応用地質学会から
は応用地質ltl語集の出版についての現
状報告があった．

(2) 鉱物学研連， 及び鉱床学専門委員会との
合同会議 （報告なし）

(3) 鉱物学研連鉱床学専門委員会

{i渡 明委員より第17期第6|nl委員会に
ついて，文内により卜記の報告があった．

翡l 11 : 1999年6 /i 15 U（火）
15: 45~17: 00 

場 所：II本学術会議第4部会議宅(6階）

出席者：島崎英彦（委員長）， 1-i渡 明， 1-一

野宏共 ，渡辺 洵，松枝大治（以1.5 名，

欠席：溝［fl忠人， 中嶋 悟， 千偲f
・

＿， 根
建心具）
鉱物学研究連絡委員会・鉱床学[til"l委具会

合In]会議に引き続いて， 鉱床学専門委員会が
行われた．

（議事）
1)対外報告（案） について

これまで検討を行ってきた対外報告

（案）「我が国における鉱床学の研究 ・ 教
育の推進について」がほぼ完成した． 多
少の修正を施して出来るだけ ＇社急に完成
し，研連報告書として提出することにな

った． また， 関係諸学会誌にも本報告潜
を掲載して貰うこととした． なお， 先行

して行われた鉱物学研究連絡委員会 ・ 鉱

床学専門委具会合1Iil委員会で，本報告内
を 連名で提出することが「解されてい
る ．

（諸報告）
1) 科学研究費について

これまで文部省が行ってきた科研費審

有業務を， 本年度から日本学術振興会へ
一部移管することに伴い， 弔段・ 一段審

在委員数がほぼ倍増することになった ．

学術振興会では， 今後審在委員の椎旗は
学会からではなく，H本学術会議の研究

連絡委員会より推筋して欲しいとしてい
る ． この件に関して、本年度は6月29 ll 
開催予定のh学会連合の会議で調整し，
l廿話役の研連をそこで決定する事になる
見通しである． なお， 1，l＼米るだけ従米の
やり方をこわさないようにとの申し人れ
は行ってある．

2) 理学データベ ー ス ・ ネットワ ーク構築

について この件に関しては，直前に行

われた合同会議で配付された資料を）店に
意見交換を行った． l況：な意見守は以ドの
ようである．
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•各学会が， l：llii雑誌の初1:llからの発表
論文名 ・ キ ー ワ ー ド等を整理してデー

タベ ー ス化する（地質調一行所などでは
、だ績がある）．

・博物館・資料館関係では標本データベ

ー ス化が始まっており， 大学博物館相
［［のネットワ ークシステムの構築が始

まって＼ヽる．

•岩1 i ・ 鉱石 ・ 鉱物などの化学分析値に
関するデー タベ ー ス化が必要である，

ヽii面は，河村雄行鉱物研連委具からの
惜報を得ながら対応していくことにし
た．

3) 中嶋 悟（東l：大） 委員より鉱床学専

門委員会委員の辞退頻いが出され， 委且
を交代することで（承された．

4) その他

•国内における大学総合博物館関係の整
備状況の説明があった．

• Resour ce Geolo gyの国内外からの投
稿件数が少なく， 周囲にも投稿を勧め
て欲し＼ヽ旨の要嗜があった．

・ 既に行われた地物関係の雑誌統介およ

び来年に r定されている鉱物学会と府
鉱学会の雑，，志統合の状況が紹介され
た．

・次[rl]の鉱床学専門委員会は，11月12

ll （金）合同会議後を r定．

(4) 地球化学・宇宙化学研連 （報告なし）
(5) 海洋科学研連 （報告なし）
(6) 国際学術協力事業研連

IGCP専門委員長 I: 降 より文iりによ
り卜記の報告が提出された．

平成11年5月12 HにH本学術会議におい
て第17期第3l[ij委員会が開催されたので報作
する．

1. かねて からの申 し 人れにもとづき，

STPP（太陽系物理学プロジェクト），·り

門委を本研連のもとに設立することを（
承した．

2. WCRP（氣餃変動l玉II祭共lol研究，l|柚i)
専門委にCEOP（アジアモンス ー ン地域

におけるCEOPプラン）小委を新設する
ことを（承した．

(7)古生物学研連
井本伸広委員より第17期第6[nl委員会にお

ける審議事項についてド記の報告があった

山本学術会議総会，第4部会報告は省略）．

議題：古生物タイプ標本データベ ー スにつ
＼ヽて

前Inlの検，i寸結果をもとに記載する項I,1を
さらに明確に例ぷし， 各タクサの責任者に作

業を依頼することとした ． 原稿締切は平成
12年3月末とし， 12年7月頃を11処に成果の

I••lj行を11指す．

(8) 第四紀研連（報告なし）
(9) 地質科学総合研連

鎖西清裔研連委目長より文内により 1＜，記の
報告が提出された．

3月以降本研連は，研連を1[r1]開催， また

地質科学関連学協会連合の問題，科学研究費
の審在委いの問題について活動した ．

「1」地質科学総合研究連絡委い会（第17
期第6 111|)の開催
平成11年5月27 H （木）午後， ll本学

術会議第4部会議宅で開催． 出席者は青

木謙郎， 池谷仙之，太1H陽（ク， 斎藤常
Iじ， 木野屯穂（代理島崎英彦），鎖西消
高 ， 野沖憲治， r片岡竜馬，の8名 ．

(l) 11本学術会議総会
(1999年4月21 • 22 U)の報告
1) 勧告「IGBP の促進について」の

採択

2) II本学術会議の自己改革に関する
，i寸議：2月の連合部会で占川会長が
提案した学術会議の改革案について
各部において討議がおこなわれ， 意
見冑が出されている ． 会長は10月

の総会でそれらの息見をふまえた改

革案を再提案するf定．

(2 I 第4部会（1999年4月20 • 2111) 
の報告

1) 学術会議改革案への対応：第4部
会員からの意見を整理し会長に提出
した．

2) 2001印の国際会議の共fri]主催：
今年度は15 件の申込み中 8件を 採
択， 地質科学では第7llJl古海汗会議
が採択され， ゴンドワナシンポジウ
ムは採択漏れとなった．

3) 科研費の審介について：国際学術
研究が桔盤研究の中に吸収されるた
め採択決定が遅くなるので， 海外調
代の時期を失する恐れがあることに
つき，善処方を学術会議から学振に
申し人れることについて説明があっ

た．

(3) 11本学術会議の改革案について

日本学術会議は科学政節の立案に直
接コミットするのでなく， 長期的視点
で学術的立場から発言するのが屯要で
はなしヽか，としヽう意見があった．

(4) 地質科学 関連学協会連合についての
審議

先の関連学会代表者会議における討
議では，各学会には積極的なところと

その意義について やや懐疑的なところ
がある． r．要学会が脱落した形で連合
を発足させるのは好ましくない． とに
かく何らかの組織をつくることが肝心
で， 本研連としてはどのような形にせ
よ組織を発足させることを目標として
活動することとなった．

（炉 科学研究費補助金の審在委員推煎に
ついて

今後学会でなく研連に審介員の推勅
を依頼することとなったが，地質学鉱

物学関係では， 従来の推薦方針を継承
するという前提があれば，地質科学総
合研連が窓口になるのがよい， という
ことになった

'.6) 科学研究費の時限付き分科細1jの椎
煎について

時限付き分科細11は現在自然史科学
が3年11となっており ， 13年度以降の
候補として第4部から1位で「生物多
様性」が推勅されている． 地質科学関
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係でもその後のテ ー マを推筋すること

が望ましい． 第四紀研迎では第四紀学

関連の細日を推剌することを前提に検
討を始めた． この問題は， 関連分野の

申請件数への影響など慎屯な検討が必
要なので， 来年度をH 指し，第四紀研

連と連携して検討することとなった．

「2」地質科学総合研連の活動

(l)科研費業務の部が1~1本学術振興会

に移竹されたことに伴しヽ， さまざまな

あわただしい動きがあった．

3月811に第4常買委員会から， 第1

段審介委員が6名になると想走したトー

でてその推刺方法を検討し ， 4/130 II 

までに報告するよう依頗があった． こ

れを受けて， 地竹科学関係3名の学術

会議会具が中心となり ， 4）1 13 H, 

関連5学会および地質科学総合研連委

員， が集まって対応を検討． 従来の各

学会に対する委員推旗数をほぽ倍増す

ることで意見の 一致を見た．

その直後 ， 4月19日付で， H本学術

枷興会より学術会議あて第2段委員も

倍増で椎救するよう正式のik頓があっ

た． すなわち分科「地球科学」の第2

段審脊委員が従来の3名から6名に増

員された． これについては各学会呼に

検討を依頼する時間的余裕がないの
で， 学術会議会負3名が中心となって

地球物理学研連の 2名の会員と相談

し， 細11の数と最近の申請件数を参考

に， とりあえず平成12印度向けの委

員配分案を作成した． これについて関

係学会呼に廿梢を説明して（解を求め

た．

なお， 4月27 H付で第4常置委貝会

から， 今後は審在委員の推薦は関係学

会に直接依頼するのでなく ， 全て研連
を経由して行うことになった旨の通逹

があった． これについてはい記，liJf連

での討議報告を参照されたい．

(2 地質科学関連学協会の連合体設立準

備に関わる活動

地質科学総合研連からの呼びかけ

で ， 去る3月5日午後に学術会議で学

会代表者の会合を開い た ． 13学協会

（及び1学会から欠席通知）が集まり，

連合体の必要性， 組織連営等について
意見を交換した． 各学会には結成に積

極的なところとその意義についてやや

懐疑的なところがある ． t要な発ば内

容は次の通り ． 連合の活動H 的として ，

1)学術活動が中心になるべきだ ， 2)
合同学術大会を開くと既存のものと項

複し負担が大きすぎる，3)梢報交換

をtとする ， 4)たとえば教育や普及

など， 学術活動の甚盤を固めるような

活動，5)地質科学の社会的責任を 果

たす ， また産業界における地質科学の
地位向上のための活動， など ． 組織と

して， 1)自由意志で加盟， ゆるい連
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合体とする ， 2)連党のため大きな学

会に協力してもらうとよい，3) ll本

の地質科学を代表する組織になってほ

しい， などがあった． この連合体が何

をするか見極めたl．．で学会としての態

度を決めたい， という発iiもあった ．

次回には， 連合体に参加するかどうか，

連合を組織して何をするか， について

各学会の考えを持ち寄ることとし， 7

月2311に開催することとなった．

杓要学会が脱洛した形で連合を発足

させるのは好ましくなく， とにか< inI 

らかの組織をつくることが肝心で， 本

研連としてはどのような形にせよ組織

を発足させることをll標として活動す

ることとなった．

(10) IGCP専門委員会

土 降 専門委員長より文，りにより卜記

の報告が提吊された．

平成11年6月8 H （火）， I1本学術会議に

おいてIGCP専門委且会 ． 1,,]小委員会合l>i]会

議 （第17期第5回）を開催したのでここに

報約する ．

1. 本年 2月1日～ 4日にユネスコ本部で

聞催された第27lnlIGCP理ボ会におい

て， H本から推筋した提案のうち卜記が

新しいプロジェクトに採択され， 本年か

ら5年，廿l[hiで活動することとなった．

IGCP-434 「Land-Ocean Interactions 

during the Cretaceous in Asia」

(1999-2003) ((l'!fi紀の炭索循環と生物

多様性の変動）代表者：早稲田大学教授

平野弘道

2. JUGSからの依頼により，IGCP本部理

．巾会メンバ ー の欠員に対して， 日本から

t『f
’

·名の候補者を推膳することとした ，

3. 次Inlは平成11年 9月14日（火）に開催

の予定

5． 各種委員会報告
( 1) 科研費問題検討小委員会

犬野 男委員長より次の報店と要哨があっ

た．

1) 平成12年度から， II本学術振興会が

科学研究費補助金交付業務のかなりの部

分を行うことになった． これに伴って牛

ずる変更点についで1青報を収集し， 対策

を考えた ． これらの情報をニュ ー スn志

（本年6月号）を通じて会具に知らせた．

なお， 今年度から審在委員の数が各細II

で3名から6名に変わったが ， 第1段審

在委員の地質学会への配分は， 細ti「地

質学」で5名， 細t1「層位 ・ 古生物学」

で 2名であった ． 第2段審在委具は 1名

である ． また， 地球化学・宇宙化学研連

委員長より地質学会宛に細H「地球化学」

第1段審在委員候補者 2名以内 ， 分科

「地球科学」（地球化学関係）第2段候補

者 1名の推薦依頼があった． これらの委

具は第2回定例評議員会での選挙（議題）

で決定されるが ， そのための候補者の選

出を行い ， 審在委負候補者名簿を作成し

た．

2) l頂じ変更に伴い， 科研費「国際学術研

究」が廃止されて「桔盤研究」に統合さ

れることとなった． これは海外において

学術調査を行ってきた研究者にとっては

屯大なイ＜都合な問題点を含んでいるもの

で， II本寓長類学会はすでに文部省学術

国際局長・ 日本学術振興会会長に対し

て ， 問題点の指摘とあわせて意見書を提

出した 自然史学会連合からも ， 本学会

を含む加入学会に対して，意見囀を提出

して欲しいと要望されている ． 本意見苫

については， まだ草稿ができていない段

階であるが，急を要する状況にあるので ，

本評議具会として， 意見書を出すことを

承認して欲し＼ヽ ．

国際学術研究の問題に関する意見内に

ついては ， 提出することを承認し， 具体

的な面については執行委員会に 任する

こととした．

その他 ， 「文部 ・ 科学技術庁統合後，

科研費は科技庁に移る 1iJ能性があり， 科

研費小委員会としてそのような大きな流

れをつかんで対応策を考えて欲しい」と

の発百があった．

(2) 地質学普及教育実行委員会

贔橋Il-＿＿樹委員長より次の報告があった．

ii及教脊実行委員会では，杵及教育検討委

具会設置以米5年間にわたって様々な普及教

脊ボ業の立ち｝・＿げを試みてきており， •定の

成果をl．

． げてきた． しかし， 1年鉦に設置さ

れる臨時委員会としての活動はすでに限昇に

きており， 組織改革による ， 常置委員会のす

みやかな設置を要哨したい ． 今後 ， 地学教育

研究委員会と協力して ， きたるべき常置委具

会の内容についての検討を追める予定であ

る ． 以ドに現在進行中の諸事業を紹介する ．

(1) 普及出版事業( H本地質学会編のf•l1行

物） A. 中 学校理科分野教科書指導書

f•I1行(fl1行 委且長：徳岡副会長）（東京

内籍） B. 一般向け枡及図書「地震列

島の不思議 100話」（刊行委員長：坂副

会長）（東京，り籍） c. 大学 →般向け教

科内「シリ ー ズ：フィ ー ルド ・ ジオロジ
ー 」全 9巻（編集委員長：秋山前会長）

（共＼
＇

［出版） D. 国立公園地質ガイドリ
ーフレット （計画中）（環境庁との提携

模索中
(2) 「青少年のための科学の祭典全国大会」

への協力参加 （財）H本科学技術振興財

団からの協}J依頓に応じて， 昨年より参

加している ． 本年度は， 太古の地球への
招待：箱根火山の噴火の歴史を たどる

（阿部1_El広ほか），jli] :化石のレプリカを

つくりましょう （神戸恰和ほか）が予定

されている ． 現在準備中で， 7月30 • 31 

Hの両ll， 科学技術館で行われる ． 以l•一

の事業を進める上で， やはり日本地質学

会が任意団体であることが， 様々な障害

となっていることは否めない ， 法人化

を含めた， 何らかの今後の対 策が必要で
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あろう．

なお， 本年度執行委具会のなかに杵及

教育関係の担刈がないので， ぜひ担江iを

設けて欲ししヽ ．

上記報告に対して， 出版社からの評及

潜にl1本地質学会の名前を出すかどうか

について， i『Fの意見交換があったほか，

今後の小学校の地学教育が環境教育とど

のように関わっていくかの観点で考える

ことが必要 ， 小・中の理科教員にいかに

地学に興味を持ってもらうかの観点が必

要， などの意見が出された．

(3) インターネット運営委員会

大野男委負長より，「現在順調に運党さ

れている ・ 米年度での半数交代のための準備

も開始した」との報告があった．

(4) The Island Arc編集委員会

徳橋編集事務同長より下記の報告があっ

た．

1) Volume 8, Issue 1 は配布済み(ll次は

添付資料参照）．

2) The Island Arcの投稿原稿進捗状況

(6月16H現在）

1999年新規受付 22編

内叔 特集号関係 5編

Comment 1編

その他 16編

1998年投稿論文で介読中のもの 2編

1999年投稿論文で在読終[ 5編

（特集号関係）

1999年投稿論文でリジェクト 1編

1999年投稿論文で査訛中のもの 16編

3) 秋の地質学会の折に ， 執行委員会と協

)]の]-_, 2000年(Vol. 9)からの新規購

読者拡大運動を展開杓包 皆様の積極的

なご協力をお顛いしかい

6. 関連外部委員会報告
(1) 学校科目「地学」関連学会協議会

｛左瀬和義委員より第18回連絡協議会に関

して次の報告があった．

H 時．・1999年6月16 u,（地質学会か

らの参加者 水野， 阿部 ， 竹瀬）

A. 各学会からの報告

参加各学会の今後のH程などの報告の

後，H本天文学会の代表から学会開催中

の保育所設置に関する取り組み， および

バリアフリ ー の犬文教材開発の取り組み

の紹介があった．

B.議題

1.「地学教育情報」の発行について

年2 1.nl(9月， 3月）の予定で，各学会

の年会， 講禎会， 地学教脊関係のシン

ポジウムなどの梢報をメ ー ルなどで流

す．

2. 今後の協議会の活動の方向について

新指導要領についての議論の結果， 次

回の協議会までに参加各学会で以ドの

ことについて検討することになった．

1111次々回(2015年頃 ． 理科科Hの再
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編で地学が消える？）の指導要領の

改計に向けてどのようにアプロ ー チ

するか？（これは屯要な問題で， 地

質学会全体として考えていく必要が

ある）

Illそれぞれの学会がかかわる分野で，

学校教育の中でもっとも甫視すべき

だと考えているのはどのような内容

か．

Illセンタ ー 人試の中での 「地学」の位

次[i,1協議会のfl時(f定）： 

9月22H（水）18: 00~20: 00 

(2) 自然史学会連合

斎藤靖こ委員より， 文甚により次の報告が

あった．

本年度の自然史学会連合シンポジウムは ，

自然史学会連合・1:1本学術会議50周年記

念 ・ 合18]シンポジウムとして，「自然史博物

館の原状品識と将来像の提示」の桂本テ ー マ

のもとに ， 下記のように開催する企画が進行

中である．

「博物館の21 l阻紀」ーナチュラルヒストリ
ー の未来一

じ 催．・自然史学会連合・[I本学術会議

ミュ ー ジアム小委員会

後 援：I-El立科学博物館

II II寺：10月16 Fl (lJ 

13: 00~16: 30 

t目立科学博物館新宿分館

研修館4階講常

詳細 プログラムは ， 別途ニュ ー ス誌に

掲載の予定である．

そのほか， 昨年来の連合のアクションプラ

ンとして地域博物館の研究環境を改善するべ

く活動を展 開している ． 今後 ， 各学会の意

見 ・ 協力をお顧いして行きたい．

(3) 地球惑星関連学会連絡会

公文富l：夫委員より卜．i記の報告があった．

第17回連絡会が4月21Hに ， 第18[nl連絡

会が6月10 IIに開催され，｝I-l ‘ 'i執行委員の公

文行ボ委員長が出席した． 以ドの2点が杓嬰

な議題であった．

・合同大会等の開催f定とそれへの対応

1999年合IH]大会：6月8~11H 国立オ

リンピック記念青少年総合センタ ー（北

大担当） •般参加者1460, 学牛・院生

参加783 ， 溝油件数1593 で成功裏に修（

2000年合lhl大会：6月25~28日 1iil t 

会場（Jし人すll\li）大会委員長：柳 11孝，

地質学会との窓l l : 11，：野弘好

2000年WPGM:6月27~30[l 同1：会

場組織委員会（小松IEヤ）， プログラム

委員会（木村学）， ＇だ行委只会（E木賢

策）が発足し ， 括弧内の方に地質学会か

らの委員を依頼した． また ， ．WPGMに

関する執行委員会の中の担 ‘りを磯崎国際

交流委員長とすることとした．

・連絡委員会の規約改正問題と 2001年以

降への準備

98年度から議論されていた規約改正

が17回の連絡委只会で提案され ， 地竹

学会執行委員会でも審議された． 地質学

会執行委員会内では大筋問題ないとされ

たが ， 181いl連絡会では ， 規約改正に対

して硬軟の反対意見が出され， まとまる

に至らなかった．

連絡会の強化 と 2001年以降の合Inl人·

会への準備の必要性は共通の認識となっ

たので， 元の規約に則った運用の］：夫と

して，会長，庶務，会計等の役職を設け，

適切な方に引き受けてもらうことにし

た． 会長には大谷栄治（料鉱学会）が選

出され， 新しい体制ができた．

(4) 地球環境科学関連学会協議会（報告な

し）

(5) 21世紀の地学教育を考える大阪フォ ー

ラム

八尾 昭委員より文書により次の報告があ

った．

表記フォ ー ラムを2000年7月29H (t) 

にメルパルク大阪（郵便貯金会館）で開催す

ることが決まった． この大会の成功に向けて，

前回の報店(3月25 El, 1998年度第4回定例

評議員会）以降， 実行委員会が2回(4月10

[1, 5月8 Ll :次回 6月20H予定 ）開かれ ，

次の項Hに関して検討が進められた．

1. フォ ー ラムの構想：記念講湘 ， 各分科

会， 総合討論， 体験卑Iイベント， 地学教

材コンテスト， 地学教育評及パネル展ボ

など．

2. 分科会：｝片面次の4 の分科会を設置し

て検討を進める． （］学校教育をtとする

市民共通知識としての地学の教育 (2専

門家（大学専門課程， 研究者，関連官／r',

企業人）養成 ・ 向上としての地学の教脊

(3]社会教育• 生涯教育としての地学の教

育 (4)総合・フリ ート ーク ・ 連絡• その
他

3. 会則

4. 学校地学関連学会協議会との関係：協

｝］関係とする．

5. 財政確立のための活動

議 題

1. 科研費配分に係る審代委員候補者の選II',

Jく野 一男科研費問題検討小委員会委員長よ

り， 同小委員会が作成した審査委員候補者名

簿が提ポされ ， この名簿に桔づいて投漿を行

い ， 所属機関 に屯複がないように調整して ，

それぞれの分科・ 細Hごとに推 薦順位を決

定した． 結果は 次の通りである（番号は順位

を示す）．

［地質学1段］ （10名選II,1)

①大野 男 ②井内美郎 ③増［ll富l：雄

④古Ill武義 ⑤—•門．宅康幸 ⑥酒井治孝

⑦板谷徹丸 ⑧絲木秀雄 ⑨占Hl 勝

⑩渡辺暉夫

［層位・古生物学1段］ （2名選出）

①磯崎行雄 ②小笠原憲四郎

［地球科学2段］ （2名選出）

①足立 守 ②伊藤谷生

［地球化学1段］ （2名選出）

①矢l村桂 ——
ー

一 ②西山忠男
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［地球科学 2段（ 地化研連関係）］（1名選出）

①加々美寛雄
2. 1999年度日本地質学会会計監査の選出

足立勝治執行委員長より本年度会計監査と

して， 長瀬和雄(ITi任）•青野道夫（新任）

両会員が提案され， 異議なく承認された．

3. 1999年度日本地質学会各賞選考委員の

選出

昨年度と同じく， 岩石・年代 ， 構造地質，

層序・堆積 ・ 古生物， 環境・応用地質の 4分

野ごとに ， 評議員から12名の候補者が推薦

され ， 投梨の結果， 本年度各賞選考委負とし

て ， 絲橋I［樹•島海光弘の 98年度 ， 99年度

編集委員長以外の ， 次の 8名の評議員が選出

された（アルファベット順）．

犬野男， 磯崎行雄， 板谷徹丸，楡井 久，

\,f.{i雅昭，Ill蛤fll江 ， 占田武義， 占川周作 ．

4. 各賞問題について

足立勝治執行委員長より1999年度各賞問

題検討委員会委いとして， 所属分野を考慮し

た次の7名の候補者が提案され ， また1998年

度委具会で出された各買問題に係る内容が多

岐にわたるため， 新委負会においては緊急性

の，＇，沿い，「国際打」の名称， 博物館関係の賞，

出版物関係の買（ 地質図体系）の3点にしぼ

って審議し， 残りの問題は継続審議でその後

に送りたい， と提案され， 異議なく承認され

た． 委員は次の通り（アルファベット順）．

秋偲文雄， 府川宗雄， 板谷徹丸， 小出良幸 ，

小川勇こ郎， 立{i雅昭， 渡部芳夫 ．

5. 地質学論集の刊行計画について

湯浅真人第こ庶務委員長よりド記の3件の

刊行計画が提案され， 今後の論集刊行に関す

る討論が活発に行われた上 ， それぞれの刊行

計画が承認された．

新規fll行計画(1件）： 
・ 小笠原憲四郎・近藤康生（編）：タフォノ

ミ ー と堆積過程ー化石層からの情報解読一

規模：論文数15, 執筆者19名 ， 200p. 印

刷希望 部 数 ：600部 印 刷見積 価 格：

1, 045,800円（消費税込み）（印刷単価1,750

円）出版：本年12月下旬 ．

内容： 1J本地質学会福岡大会でH本古牛物

学会と共催で行われた本課題のシンポジウ

ムの後援を基本として ， 執筆・編集したも

のである ．

最終刊行計画( 2件）： 

•宮下純夫（編集委員長）•松岡 篤 ． 君波

和雄 ・ 荒井章司（編）：オフィオライトと

付加体形成テクトニクス ． ［原表題：付加

体形成における緑色岩の意義 ］

• /JI]々美寛雄（編集委員長）•藤林紀枝 ・ 志

村俊昭 •土谷信高・周藤賢治：本州弧下部

地殻と酸性マグマの生成 ・ 活動システム討

論は， 財政面（販売計画を含む）と学問的

な意義の面について行われた． 主な意見は

次の通り ．
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・質の向Iこのためには 外部査読が必要であ

る ．

• fl1行計画が出されたテ ー マと内容に関して

允分な審議が必要である ．

•関連して， 項要性を評価する機構が必要で

ある ．

・ 企画段階で売れるものを考える必要があ

る ．

・学問的に項要だが ， 本米売れない企画の

ものを出す手段として， ペ ー ジチャ ー ジ制

にしてはどうか ．

・ 論文を書く著者が印刷費を少なくとも 一部

は負担すべきである ．

・別刷り料金を値上げするべきである ．

・バックナンバーの在／車 •掃を考えるべきで

ある ．

・論集fl1行をrli場原理のみで考えることはよ

くな＼ ＼ 

・売れるものをという観点から ， テー マごと

に ， 印刷された論文のColl ected Paperを

出すことはどうか ．

以上の討論を受けて， 小泉 格評議員会

議長から， 今後執行委員会において論集刊

行に関する諸問題， 方針を成文化して欲し

い， との要請があった．

6. 会則・運営細則等の改正について

徳岡隆夫委員長から， まず ， 1998印度の

組織運営検討委員会と会則細則等検討委員会

を継承して1999年度の会則 ・ 運営細則等改

正委員会が設置された経緯の説明 に引き続

き， 次のような委員会構成で本年 5月以降に

検討を進めてきたことが述べられ ， 承認が求

められた． 委員長：徳岡隆夫， 副委員長：大

野一 男 ， 委員：足立勝治 ・ 加藤碩ー•佐々木

和彦 ・ 高橋正樹・徳橋秀 一•新妻信明・府川

宗雄 ・ 水野篤行（事務局）

次いで， 下記の諸項目について委員会とし

ての提案が行われ， それぞれ挙手による採決

がなされた．

・院生の会長・副会長の被選挙権について

昨年度の最終提案（院生を正会員に含め，

被選挙権を持たせるが会費については一般

と区別する）があらためて提案された． 討

論の上， この提案が賛成過半数で承認され

た． 討論のなかでは， 院生割引には申請が

必要である， 等の意見が出された．

なお， これに関連して， 学生については

被選挙権は無しとして会則の変更を行うこ

とになる ．

・会長・副会長の役割について

昨年度の最終提案「評議員会の活動およ

び討論に参加するが， 議決には加わらない」

をあらためて提案されたただし， 規則と

しての表現は ， 会則では簡潔な表現に止め

活動の内容については細則等で規定するの

がよいと述べられた． 以上について， 活動

の内容について質疑があったほか，「会務

を統括する会長」の活動に制約を与えるの

はおかしい ， 「学会を代表し， 会務を統括

する会長」に投票権がないのは不具合であ

る ， 等の意見が出された． 表決は， 前段の

「評議員会の活動および討論に参加する」

と ， 後段「議決には加わらない」を分けて

行われた． 前者については賛成多数で承認

され ， 後者については， まず修正提案され

た「議決に加わるものとする」について賛

否が採られ， 賛成少数で否決の後に原案

「議決には加わらない」が賛成多数で承認

された．

•新しい会則・細則案について

会則 ・ 運営細則等の改1Eにあたって ， 条

文案については臨時評議具会議に諮ること

としているが， 原則としては総会事項を会

則 ， 評議員会事項を細則として扱って改正

を行う方針であるが， その方向でよいかど

うか検討して欲しいと委員会から要哨さ

れ ， 賛成多数でこの方向が承認された．

•秋の総会とそれに伴う役具選挙の次期の変

更について

高校教負にとっては春に行うのがよい

が， 春・秋に行う場合のそれぞれについて

メリット ・ デメリットを明らかにして会U

に対する広報を行って欲しいとの要望があ

った小泉評議員会議長から本格的にはこ

の問題については秋の臨時評議員会で討論

して欲しいと述べられた．

•そのほか ， 評議員の地方枠の扱い， 支部問

題， 総会議事に関連した会則の扱いについ

て問題点が整理 ・ 提示されたが， あらため

て議論を継続しておこなっていくこととさ
れた．

7. 臨時評議員会の開催について

足立勝治執行委員長より， 本年秋の名古屋

大会の前日(10月 8日）に ， 会則・運営細則

等の改正， 各賞問題等の審議を主要議題とし

て臨時評議員会を開催したいと提案され ， 異

議なく了承された．

8. その他

• 1999年度第3回定例評議員会のH時を次の

ように設定したいと提案され， 異議なく「

承された．

1999年12月18H （土）

2: 30~18: 00北とぴあ 901号室
・ 足立勝治執行委員長より ， 1998年度各賞

問題検討委員会の嶋本利彦（前）委員長に

対して執行委員会からニュ ー ス誌に報告ftl

の原稿を依頼していたところ， 嶋本（前）

前委員長より「日本地質学会国際賞の名称

変更：経過と現状」（各賞検討委員会1998

年度活動報告：その1)が届いて本評議員

会に紹介されたことの報告があった． これ

に対して ， その内容に不適当と思われる表

現が含まれており， このまま掲載すること

には問題がある ， との発言があった．
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出 版 物 在 庫 案 内

ご希望の方は代金を添えて本会事務局宛お申込みください なお， 2冊以上のお申込みにつきましては送料をお問合せくださ
ぃ ． 現金書留または郵便振替 00140-8-28067 

割引頒価：21号～39号 院生・学生4割引， それ以外の会員2割引， 40号以降院生。学生のみ2割引

地 質 学 論 集
第21号 続・日本列島の某盤． 加納 博ほか編， 331pp., 1982年4月刊， 会員頒価2,400円， 〒380円

第22号 琉球列島の地史． 木崎甲子郎ほか編165pp., 1983年4月刊， 会員頒価2,100円， 〒310円

第26号 白亜系の国際対比ー現状と問顕． 平野弘道編， 172pp., 1985年3月刊， 会員頒価2,000円， 〒310円
第30号 日本の第四紀層の層序区分とその国際対比． 市原 実ほか編， 221pp., 1988年4月刊， 会員頒価2,000円， 〒340円
第31号 関東地方の括盤と変動． 福田 理ほか編， 138pp., 1988年6月刊， 会員頒価1,600円， 〒310円
第33号 西南日本内帯高圧変成帯とテクトニクス． 西村祐

―

二郎ほか編， 357pp., 1989年4月刊， 会員頒価3,000円， 〒380円
第34号 堆積盆地と摺曲構造ー形成機構とその実験的研究ー ． ：三梨 昂ほか編，209pp., 1990年3月刊， 会員頒価2,500円， 〒

340円

第37号 古日本海東縁の新第三系一層序・古地理・古環境． 小林巌雄ほか編， 326pp., 1992年3月刊， 会員頒価3,000円， 〒
340円

第38号 変動帯における砕屑岩類の組成と起源一日本列島を例として一

． 君波和雄ほか編， 401pp., 1992年3月刊， 会員頒価

3,500円， 〒380円
第39号 続湖沼の成因と環境・地質． 徳岡隆夫ほか編， 189pp., 1993年3月刊， 会員頒価2,200円， 〒310円
第40号 中央構造線のネオテクトニクスー その意義と問題点ー

． 岡田篤正ほか編，250pp., 1992年12月刊， 会員頒価3,200円，

〒340円

第41号 中部九州後期新生代の地溝． 長谷義隆ほか編， 192pp., 1993年6月刊， 会員頒価3,100円， 〒310円
第42号 西南日本の地殻形成と改変． 小松正幸ほか編， 357pp., 1993年4月刊， 会員頒価3,100円， 〒380円
第43号 浅部マグマ溜りとその周辺現象の地球科学． 村岡洋文ほか編， 177pp., 1994年4月刊， 会員頒価2,000円， 〒340円
第44号 島弧火山岩の時空変遷． 周藤賢治ほか編， 335pp., 1995年11月刊， 会員頒価2,800円， 〒380円
第45号 シ ー ケンス層序学一新しい地層観を目指して． 斎藤文紀ほか編， 249pp., 1995年8月刊， 会員頒価2,500円， 〒340円
第46号 火山活動のモデル化佐藤博明ほか編， 162pp., 1996年9月刊， 会員頒価1,900円， 〒310円

第47号 日高地殻ー マントル系のマグマ活動． 荒井章司ほか編， 323pp., 1997年4月刊， 会員頒価3,000円， 〒380円

第48号 Cretaceous Environmental Change in East and South Asia (IGCP 350) Contributions from Japan ー 岡田博有ほ

か編188pp., 1997年6月刊， 会員頒価2,100円， 〒340円

第49号 21世紀を担う地質学． 新妻信明ほか編， 232pp., 1998年3月刊， 会員頒価2,500円， 〒340円
第50号 構造地質 特別号ー21世紀の構造地質学にむけて一

． 狩野謙一 ほか編， 263pp., 1998年7月刊， 会員頒価2,500円，
〒380円

第51号 地震と地盤災害ー1995年兵庫県南部地震の教訓ー

． 岡田博有ほか編， 162pp., I 998年3月刊， 会員頒価3,000円，
〒340円

討論会講演要旨(1979年4月刊， 東京 四谷）会員頒価700円， 〒340円

第92年学術大会講演要旨(1985年3月刊， 山口）会員頒価3,200円， 〒500円

第96年学術大会講演要旨(1989年5月刊， 茨城）会員頒価3,500円， 〒500円

第101年総会・討論会講演要旨(1994年3月刊， 東京）会員頒価1,500円， 〒400円
第103年学術大会講演要旨(1996年4月刊， 仙台）会員頒価3,500円， 〒500円 No. 39以前の論集：院生・学生は4割引，

正会員は2割引日本の地質学100年(100 周年記念誌， 1993年3月刊）頒価8,000円， 〒600円

第104年総会講演要旨(1997年4月刊， 東京）会員頒価700円， 〒300円 No. 40以降の論集：院生・学生のみ2割引

第105年年会講演要旨（1998年9月刊， 松本）会員頒価3,500円， 〒500円

＊リ ー フレットシリ ー ズ第2作

『大地のいたみを感じよう 一地質汚染Geo-Pollutions』

1995年発行したシリ ーズ第1
作「大地の動きを知ろう一地

震・活断層・地震災害 」は，
A 2判衷表にカラ ー 印刷と いう
スタイルが，ハンディ ーで， さ
らにポスター にもなることで好
評でした． 第2作は環境地質研

究委員会編集の地質汚染のリ ー フレットで， 前リ ー フレ ット同
様 ， 会員の方には·部無料配布 いたしますので，以ド の要領で
お申し込みドさい．

配布方法：会偵本人には •部無料配布 ． それ以l：の部数をご希
哨の場合， および非会員の方には， •部300円とさせていた

だきます．

申込み方法：学会柑務局あて， 必要部数を記人し， 返侶封筒
（宛名を内き， 郵送料分の 切手貼付のこと ）を人れてお申し
込みドさい． なお ， サイズが横15cmX縦21cm, 重さが1

部25gですので， •部郵送につきま しては， 以ド のように
お願いいたします．

・定形封筒の場合：90円切手貼付． ただし， ―/つ折にしての
郵送となります．

・定形外（15 X 21cm以上）封筒の場合：130円切手を貼付．

部以卜の場合，部数X 200円の代金と卜記の郵送料を合
わせて， 切手でお送りlヽ＾さしヽ． （例 ， 郵送料3部まで160円，
8部まで270円，17部まで390円， 20部まで580円）． 20部
以Lの送付希哨の方は， 市務局までお問い合わせドさい．
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口五：室のミニ工場
----- -_――—□ 

マIUー刀の 分析•検査用試料作製機器
〈切断 ・ 研削 ・ 研磨〉

カッティング
連続・浅切込みができる

ステッフカッター
〔MC-170〕
●試料へのダメ ー ジが少ない
●最小切込み量lOµm/pass
•最大加工能力H25XL40mm
●設置面積W550 x L450 mm
•本体価格178万円～

グライデング
立軸平面研削機

フレパラッフ
(MG-300) 
•最小切込量は、0.01mm目盛
●加工サイズは、MAX</J50mm
●任意研削面の逐次観察が可能
● 研削・研磨、同一治具使用により、

研削 ・ 研磨工程は簡単で高精度
● 設置面積W560X L380X H640mm
• 本体価格98万円～

-----.:----�:-
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楓に立？、9‘

9
‘
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ュ且四国
3機種揃えば、各種試料の精密加工か可
能です。
（ガラス ・ 水畠 ・ シリコン・セラミックス

・鉱物・金属材料なとの加工）

ポリッシング
精密鏡面研磨機

ドクターラッフ
〔ML-180〕

●組織検査用試料のラッピング・ポリシング
●アクセサリ ー豊富
●研磨試料サイズ¢1～¢100mm
●設置面積W400 x L400mm
●本体価格45万円～

玄貴重な試料を無駄なく手軽に加工したい、各種カタログあります。開放実験室でテスト加工が可能です。

材料を C匹う ・ （四 •CZりそして (2う暉で奉仕する

でggマ‘“― :東京霜贔門雷ば9繁悶甕ぶ1]虐
福岡連絡事務所／〒815-0033福岡市南区大橋l-21-5岩田ビル

E-mail: maruto@maruto.com http://vw訊matul:o.com 合福岡(092)512-2755 FAX:福岡(092)561-4288
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